
入札公告 

 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 平成３１年１月２９日  

独立行政法人労働者健康安全機構新潟労災病院 

契約担当役 院長 入江 誠治 

 

１ 競争入札に付する事項 

（１）調達件名  一般廃棄物収集運搬・処分 

（２）調達内容  仕様書のとおり 

（３）契約期間  ２０１９年（平成31年）４月１日～２０２２年３月３１日 

（４）履行場所  新潟労災病院内 

（５）入札方法 

入札金額は、上記（１）の調達件名のほか、当該業務を履行するために要す

る一切の諸経費を含めた総額とする。落札決定に当たっては、入札書に記載さ

れた金額に当該金額の８パーセント（２０１９年１０月以降は１０パーセン

ト）に相当する額を加算した額（当該金額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見

積もった契約金額の１０８分の１００（２０１９年１０月以降は１１０分の１

００）に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 競争参加資格 

（１）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条の規定に該当

しない者であること。ただし、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、

契約締結のために必要な同意を得ている者については、この限りではない。 

（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（３）平成２８・２９・３０年度の全省庁統一資格において、資格の種類「役務

の提供等」、営業品目「その他」において、Ａ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付

けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者。 

（４）次のアからカまでのいずれの場合にも該当しないこと。 

ア  役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその全て

の役員をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第

２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められ

るとき 

イ 暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は

暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三

者に損害を与える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどし

たと認められるとき。 



エ 役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供

与するなど、直接的又は積極的に、暴力団の維持又は運営に協力し、又

は関与していると認められるとき。 

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められるとき。 

カ 営業活動に係る必要な契約の締結に当たり、その相手方がアからオま

でのいずれかに該当することを知りながら、当該相手方と契約を締結し

たと認められるとき。 

（５）市町村税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納していない者であるこ

と。 

（６）廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第７

条第１項の規定に基づく一般廃棄物収集運搬の許可を、上越市長から受け

ていること。 

（７）新潟県内または新潟県と隣接する県内に本店又は支店を有し、本院と同

等以上の規模（病床数３００床以上）を有する病院の元請けとして、過去

５年以内に３年以上継続して一般廃棄物の収集運搬・処分業務を受託した

実績を有すること。 

３ 入札書の提出場所等 

 （１）入札書等の提出場所、契約事項を示す場所、入札心得書等の交付場所、及

び本件に関する問い合わせ先 

〒９４２－８５０２  

独立行政法人労働者健康安全機構 新潟労災病院 会計課 猪狩規夫 

電 話 ０２５－５４３－３１２３  

（２）入札心得書等交付方法 本公告の日から上記３(１)の交付場所にて交付す

る。 

 （３）入札書の受領期限   平成３１年２月２７日（木）１２時 

（４）開札の日時及び場所  平成３１年２月２８日（金）１４時１５分 

              新潟労災病院内会議室 

４ その他 

（１）契約手続きで使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）入札保証金及び契約保証金 免除。 

（３）入札の無効 本公告及び入札心得書に示した入札参加に必要な資格のない

者のした入札及び入札の条件に違反した入札。 

（４）契約書作成の要否 要。 

（５）落札者の決定方法 本公告に示した業務を履行できると契約担当役が判断

した入札者であって、独立行政法人労働健康安全機構会計細則第４２条の規

定に基づき作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入

札を行った入札者を落札者とする。 

（６）詳細は入札心得書による。 


